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１．はじめに
静岡県東部・伊豆地域を流れる狩野川水系黄瀬川・大場

川流域（図－１参照）は、富士、箱根、愛鷹火山の山麓を

集水域とし、その下流には、日湧水量100万kを超え、東

洋一といわれる柿田川湧水をはじめとする富士山南東麓の

湧水群が知られる。

豊富な湧水量と貴重な自然環境により地域に多大な貢献

をしてきた湧水群も、市街地の拡大に伴う地下水涵養量の

減少や各種の地下水利用量の増加による水量の減少が一層

深刻な事態を迎えつつある。

こうした経緯を踏まえ、建設省、静岡県、地元市町（沼

津市、三島市、御殿場市、裾野市、清水町、長泉町、小山

町）が協力し、平成元～４年度にかけて「狩野川水系地下

水検討会」１）を、さらに平成５～９年度にかけて「黄瀬

川・大場川流域水循環システム対策協議会」２）（以下、協

議会と呼ぶ）を組織し、地下水流動機構の調査等を行うと

ともに、各種の地下水・湧水保全施策の検討を行ってきた

（図－２）。本稿では、平成10年２月に協議会がまとめた総

括報告３）の内容と今後の方針等について紹介する。

２．流域の水理地質
(1) 地形・地質

黄瀬川・大場川流域は、富士山東南麓、愛鷹山東麓、箱

根外輪山西麓を集水域としており、流域面積は約360hで

ある。黄瀬川本流沿いには、扇状地および数段の段丘面が

形成されている。御殿場市の南方には愛鷹山、箱根外輪山

に挟まれた狭窄部が裾野市から三島市まで谷幅約１～３d
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The Kakita-river originates from a groundwater spring, which is located on the south-
eastern foot of Mt. Fuji and is one of the most famous fountains in Japan. It has been
announced that the spring quantity has been gradually declining over the last 30 years.
Mainly for the purpose of environmentally protecting the spring, the Ministry of Construc-
tion, the Shizuoka prefectural government and local city authorities have established a
conference of Kakita-Daiba river basin, and have coutinued a series of hydrogeological
studies including a groundwater simulation study using a numerical model. From these
studies, it was clarified that the decrease of spring quantity has been caused mainly by
the increase of groundwater usage and partly by the change of land use conditions in the
recharged areas; i.c. increase of impervious area by pavement and housing. This paper
describes the results of the study on groundwater and water circulation systems in an
urbanizing river basin conservation by adapting the PLUMP (Physically based Lumped
Parameter) model.



で続く。

既往文献４）～８）に基づいて作成した流域の地質集成図を図

－３に示す。これによると、流域は、第四紀更新世の愛鷹

火山噴出物・箱根火山噴出物、並びに第四紀完新世の古～

新富士火山噴出物が広く堆積している。狭窄平坦部には、新

富士火山噴出物に属す古期溶岩類、通称三島溶岩が幅１～

３㎞、深さ約80m程度で分布し、三島駅南で地表に露出す

る。南方は河床堆積物や沖積層に覆われている。

浸透試験や揚水試験等の結果から、表層地盤と飽和帯の

透水性（浸透能力）を整理すると、表－１のようになる。こ

こで、三島溶岩に代表される富士火山溶岩の透水性は極め

て大きく、流域の主要な地下水流動層を構成することがわ
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かる。

(2) 湧水群の概要

図－１で既に示したように、流域内には柿田川湧水をは

じめとして多くの湧水が存在する。柿田川湧水は富士山系

湧水群の中で最大の湧水であり、三島駅の南方、国道1号

線南側沿いにある。三島溶岩流の先端から湧き出て、沖積

層を貫く湧水と考えられており、湧出水は流路長1.2dの

柿田川を経て狩野川に合流している。三島駅周辺の楽寿園

小浜池、桜川水泉園、菰池（こもいけ）、丸池等の湧水群

（以下、三島周辺湧水群という）は、ほとんどが三島溶岩

からの湧水である。また、愛鷹山麓や御殿場、裾野周辺に

も小湧水群がある。

(3) 湧水群の変動

柿田川湧水は、昭和40年前後には約15k/秒程度であっ

たが徐々に減少し、現在では、約12k/秒前後となってい

る。三島周辺湧水についても同様であり、近年は2.0k/秒

を下回っている（図－４）。特に、国指定天然記念物・名

勝として名高い三島・楽寿園小浜池の湧水は、近年は涸渇

状態が続いている。三島周辺湧水の経年ならびに季節的な

変動は柿田川湧水に比べて大きい。

(4) 地下水位

１）地下水位の経年変化

代表的な地下水位観測井として楽寿園小浜池の年平均水

位の経年変化を図－５に示す。昭和30年代から経年的に

徐々に低下する傾向がみられる。

２）地下水面の形状

既存井戸69ヶ所の一斉測水位（Ｈ７.11月実施）による

地下水位等高線を図－６に示す。この図によると、地下

水・地表水の両流域界がほぼ同じであることがわかる。ま

た、流域内の地下水は、東側の箱根山麓、西側の富士・愛

鷹山麓で涵養された後に黄瀬川本流沿いで合流し、三島溶

岩中を流下していることがわかる。なお、この地下水位の

平面分布は、前回調査時（Ｈ２.11月）と比較してもさほ

ど変化はない。

(6) 地下水の流動方向と貯留年月

１）トリチウム他水質分析

柿田川・三島周辺湧水群の涵養域や地下水流動方向と貯

留年月を推定するため、地表水・湧水および地下水（計60

検体）の水質分析調査を行った。測定項目は表－２に示す

通りである。試料の採取は平成７年８月28日～９月１日に

行った。

２）地下水脈

水質分析結果と地質状況を勘案すると、三島周辺の湧水
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に関わる主要な地下水脈としては、富士山東麓・御殿場市

街地付近からのものと、富士山南麓裾野市十里木付近から

三島市街地にかけての２筋の水脈が推定できる（図－７）。

これらの水脈は、富士山南東麓の透水性の高い地盤で涵養

された後、黄瀬川狭窄部で合流し、下流の湧水地帯に向か

って一気に流下していると考えられる。

これに対し、箱根山麓の地下水は、山麓脚部から滲み出

す形で狭窄部の三島溶岩中へ流入している可能性が高い。

また、愛鷹山麓の地下水は停滞性が高いと考えられる。

３）貯留年月

トリチウム濃度の分析結果から、本地域の地下水の貯留

年月（富士山高標高部に涵養された水分子が三島周辺の湧

水として湧出するまでの期間）は約26～28年であると推定

できる。

４）降水と湧水のタイムラグ

降水と湧水量の時系列データについて自己相関・相互相

関解析法9）を用いて降雨の逆推定を行い、降雨と湧水量の

タイムラグ（反応の時間差）を検討した。この結果、ラグ

は約１～２ヶ月程度であることが判明した。

３．水循環解析モデルの作成と適用
(1) モデルの概要

各種の保全対策を評価するため水循環解析モデルを作成

した。本モデルは、へーラト他10）による水循環モデルを当

流域に適用したものであり、飽和・不飽和浸透に関する物

理的機構を組み込んだ要素集合型（モジュール型）モデル

である。

(2) 浸透・流出機構のモデル化

以下に各過程のモデル化の概要を示す。

１）地表面モデル

地表面のモデルは、不浸透域（建物・道路等）と浸透域

（山林・田畑・裸地等）の２つからなる。地表面を、窪地

貯留効果を有すひとつの池と仮定し、池から れ出る水量

を表面流出とする。不浸透域では、池に溜まった水量から

蒸発量を引く。浸透域では、池の水はその下にある表層土

壌モデルヘの浸透と表層土壌モデルからの貯留過剰分の浸

出により上下する。
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図―７　推定地下水脈概念図

図―８　不浸透域地表面モデル概念図



２）表層土壌モデル

土中の体積含水率が日単位で変化するとされている地表

面下２cまでを表層土壌とし、Richard（1931）の浸透方

程式11）を用いてモデル化した。土壌の物性に基づいた水分

特性曲線と不飽和透水係数により地下水層への浸透量と、

横方向の中間流出量を算出する。水収支は次式により表現

できる。

計算は日単位とし、各過程は以下の通りである。

ａ）蒸発散量

ソーンスウェイト式により月別平均気温から可能蒸発散

量を算定し、これに、蒸発散比（蒸発計に対する蒸発散比
12,13）をソーンスウェイト式用に補正した）を乗じて実蒸発

散量を推定した。

ｂ）Horton 改良型の表面流出機構

Horton 型の表面流出では、降雨強度が表層土壌の飽和

浸透能を超える場合、その超過分を表面流出とするが、本モ

デルでは、さらに表層土壌の最大含水比に達するまで（飽

和浸透能による浸透量を上回る）浸透量が存在するものと

仮定した。これは表層土壌が不飽和の場合に、土壌の吸引

圧によって浸透が生じる機構をモデル化したものである。

ｃ） Dunn 型の表面流出機構

表層土壌全体が飽和しているとき、降雨は全て表面流出

となる。Horton型の表面流出機構では表層土壌の飽和度

を考慮していないことから、この機構の導入によりその部

分を補うこととした。

ｄ）中間流出

飽和・不飽和流れの特徴は、飽和度によって土中水分の

透水係数が変化することである。本モデルでは、吸引圧～

体積含水率の関係（水分特性曲線）と不飽和透水係数～吸

引圧の関係に以下の式を採用した。

5

図―10 不圧地下水帯水層モデル概念図

図―11 河川への地下水流出概念図



３）不圧地下水帯水層モデル

流入する水分量を地下水位に変換して、流出先のブロッ

クにおける地下水位との水位差及び距離からダルシー則に

従って流出量を算定した。不圧地下水帯水層の水収支は次

式の通りとなる。

ａ）河川への地下水流出

不圧地下水の河川への流出成分であり、浸出面積に地下

水位と河川水位の差、さらに浸出に係わる定数を乗じて算

出する。浸出する面積は河川の長さに河川の巾（一定）を

乗じたものとし、面積は地下水位によって変化する。

ｂ）下流側地下水への流去

当流域では、水理地質上の特性から被圧地下水を扱わず、

地下水流去は不圧地下水の横方向の地下水移動のみで代表

させ、ダルシー則を適用した。
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(3) ブロック分割

図―13 ブロック分割と検証地点
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図―16 水循環解析モデルの同定結果（Ｓ59～Ｈ９現況再現計算）〈湧水量〉



本モデルでは、行政界・地質条件・地下水脈・河川流域

界・地形勾配・検証地点等を考慮して、流域を16のブロッ

クに区分した（図－13）。

(4) パラメータ同定と現況再現計算結果

図－14に示すような入力値を準備するとともに、検証デ

ータ（地下水位６地点、河川流量６地点）に合致するよう

に許容範囲内で各種パラメータを調整した。再現計算の期

間は昭和59年（1984）から平成９年（1997）までの14カ年

とした。

図－15および図－16に検証結果を示す。河川の洪水時

流出の再現性等に多少の課題が残るものの、地下水位変動

や、柿田川湧水の湧出状況等を良好に再現できることが確

認された。

４．対象地域の水収支
(1) 地下水盆の水収支

表－３および図－17にモデルの検定期間である昭和59年

から平成9年までの14年間の水収支を示す。検定期間中の

水収支（地下水貯留量変化）の平均は｜32a/年と、わず

かではあるが負値に偏っており、日量約３万kが地下水盆

から流出したことがわかる。平均をとった期間に渇水年

（Ｓ59年）を含むことを考え合わせると、流域の水循環が

現状の地下水利用の状態でかろうじてバランスを保ってい

るといえる。

(2) 湧水量減少の影響因子

１）地下水利用量の増加

図－18に示すように、柿田川および三島周辺の合計湧水

量は、昭和38年頃には約18k/秒以上あったものが、平成

５年現在では約15k/秒弱となり約３k/秒減少している。

一方、地下水利用量は、昭和38年から現在までに約３k/

秒程度増加しており、年ごとの増減はあるものの、地下水

利用量の増加にあわせて湧水量が減少していることがわか

る。また、湧水量と地下水利用量の合計が、約20k/秒程

度の値でほぼ一定となっていることから、地下水利用量の

増加が湧水量減少の原因の一つとして考えられる。

２）土地利用の変化

土地利用の変化に伴い、地下水涵養量が減少することか

ら、土地利用の変化も湧水量減少の原因の一つと考えられ

る。（表－４）

６．水源確保・湧水保全に向けた施策の検討
(1) 水利用の合理化

１）生活用水
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当地域の生活用水の地下水依存度は高い（表－５）。ま

た、上水道の原単位は459Ｌ/人・日（平成６年度、有効水

量べース）であり、全国平均の有効水量354Ｌ/人・日の約

1.3倍と大きい。協議会で実施中の節水コマの効果調査に

よれば、節水コマの設置により水道使用量は概ね20％程度

の削減が可能であることが確認されており、こうした手段

により生活用水の合理化が期待できる。

今後は、行政側で節水意識高揚の働きかけを行うととも

に、節水機器設置の推進により、生活用水の合理的利用を

積極的に推進する方針である。

２）工業用水

当地域では工業用水の約96％を地下水・湧水に依存して

いる（表－６）。また、回収率も約58％（Ｈ６年度）と全

国平均の約75％に比べて低い。

今後は、行政側で大口利用者等に対して、節水意識の高

揚及び回収率向上を積極的に働きかけ、工業用水の合理的

利用を推進する方針である。

３）農業用水

当地域の農業用水の地下水・湧水依存率は５％と低く

（表－７）、使用量も少ない。用水の大部分は、水田や畑地

灌漑等に使用されており、再び地下に還元される用途に使

用されているので、当地域においては、農業用水の合理化

は、水循環に及ぼす効果が大きくないものと考えられる。

(2) 地下水涵養施策の提案

１）地下水涵養施策

当地域において、有効かつ実現可能な地下水涵養施策と

しては、以下の対策が考えられる。

ａ）ハード的対策 : 流出抑制型下水道の整備、雨水浸透

施設（浸透マス、浸透トレンチ、浸透性舗装）の普

及推進等。

ｂ）ソフト的対策 : 助成・法規制等による田畑の保全、

良好な森林の保全・創出。節水機器の普及や水利用

意識の啓発。

２）地下水涵養施策の効果と方向性

将来の土地利用状況を想定し、土地開発等による地下

水・湧水に及ぼす影響や、地下水涵養施策の効果を水循環

解析モデルで予測した（表－８）。

現在、当地域では、土地開発等に伴う地下水涵養減少に

対する指導は行われていないのが現状であるが、今後、土

地開発指導要綱の改正等により、土地開発者等に対して地

下水涵養の指導を行ってゆく必要がある。

今後は、既に実施中の浸透池の設置等の地下水涵養施策

についても流域一体となって推進するとともに、さらに流

域関係市町の相互協力体制のもとに、浸透能力の高い地域

を重点的に、雨水浸透の促進や水源涵養林の整備・保全等

の地下水涵養施策を積極的に推進する必要がある。

なお、協議会では、地下水位の深度分布、地形の傾斜、

表層地盤の浸透能力、地下水脈調査結果、飽和帯の透水性

等から総合的に勘案して、流域の表層地盤の浸透能力区分

図を作成した（図－19）。下流部の柿田川・三島周辺の湧水

保全に効果的な地下水涵養適地の選定などに活用する予定
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である。

７．地下水利用規制の検討方針
(1) 規制区域

静岡県東部・黄瀬川地域の地下水利用規制対象区域は、

狩野川水系の黄瀬川・大場川流域、酒匂川水系の鮎沢川流

域、富士川水系の沼川流域の３地域に分けられる。

黄瀬川・大場川流域では、前述のように、地下水涵養量

の減少や揚水量の増加等により流域の水収支バランスが崩

れ、地下水盆からの流出が顕在化しつつあり、地域の実状

を考慮しながら、流域一体となって地下水利用規制を行う

必要がある。

鮎沢川流域、沼川流域については、当地域の地下水盆外

にあるが、大規模な地下水揚水を行えば地下水の分水嶺が

変化し、三島周辺の湧水群に影響が生じることが懸念され

ることから、同地域での揚水量については、当面、現状を

維持することが望ましいと考えられる。

(2) 採取量

１）新設揚水設備

平成元年以降の黄瀬川・大場川流域では、水道事業を除

くと年平均2.7本の井戸が増設されている。流域の水収支

バランスからみると、これ以上の井戸の増加は好ましくな

いが、市町の開発計画等に伴う水需要の増加等、地域の実

情を考慮すると、地下水以外に水源を持たない当地域にお

いては、井戸の新設は認めざるを得ない状況にある。

当地域における井戸の日最大揚水量の平均は、市町の水

道事業を除くと１本当たり957k/日となっている。各市町

では新設井戸の日最大揚水量を1,000k/日で指導している

ことから、当面は現行の取水基準により指導を行っていく

ことが必要である。

２）既設揚水設備

既設井戸については、当地域では現在のところ他の代替

水源もなく、また、施設の改良には多額の費用が必要なこ

とから、早急に現在の揚水量を規制することは困難であり、

現状以下とせざるを得ない。

３）代替揚水設備

今後、代替井戸が増加していくものと考えられ、流域の

適正採取量を維持するためには、新設井戸の揚水量の抑制

とともに、既設井戸についても、井戸の代替時における取

水基準を設置し、合理的利用や揚水量の削減を図る必要が

ある。

(3) その他の地下水利用に係わる基準

揚水設備間の距離は、既存の揚水試験結果等に基づいて、

揚水設備の相互干渉が生じない距離としなければならな

い。また、ストレーナー深度は、現在の取水状況と地下地

質解析結果から、一定の帯水層に集中しないように定める

必要がある。現在各市町では、これらを考慮して指導を行

っており、当面は現行の取水基準により指導を行い、採取

量の検討と平行して検討を進める方針である。

(4) 地下水利用対策協議会の方向

現在、当流域には、「黄瀬川地域地下水利用対策協議会」

と「東富士地域地下水利用対策協議会」の2つの地下水利
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用に関わる協議会が組織され、独自の規約や要綱に取水基

準や井戸間隔等を定めて地下水利用の自主規制を行ってい

る。しかし、地下水は、市町の行政界を越えて流動してお

り、実効ある地下水対策を推進するためには、両協議会の

統合が望まれる。

また、様々な施策の展開には、関係市町だけでなく企業

等の地下水採取者の理解・協力が不可欠である。今後、両

協議会の統合に向け、それぞれの市町や地域において地下

水採取者を含んだ地下水利用対策協議会を設立し、できる

かぎり早期に、地下水採取者を含んだ統一地下水利用対策

協議会の設立を図る必要がある。

８．おわりに
前組織である狩野川水系地下水検討会では、平成５年３

月に今後の方針として、「湧水群の水量を少なくとも現状

より減少させないよう努めることが重要」と提案している。

また、これまでの調査・検討結果から、地下水盆の水収支

のバランスは従前通りに維持されていることを確認したが、

今後、無秩序な開発の進展や小降雨気象の継続によっては、

地下水盆からの流出が大幅に上回る事態も推定される。

このため、協議会では新たに組織を再編し、今後も、水

利用の合理化推進、土地開発等に対する地下水涵養の指導、

地下水涵養施策の実施等、当面の対策を推進するとともに、

地域の実状に配慮しつつ、地下水利用規制、新規水源等に

ついても引き続き検討していく予定である。

この他に、地下水の動向を監視し、地下水水理をより一

層明らかにするためのモニタリング調査は継続して実施し

ていく方針である。
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